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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）では多くの港湾が旧式化していることから、新規港湾

の建設や旧式化している既存港改良の必要に迫られている｡このため同国運輸省鉄道港湾建設総局

は、港湾の建設や改良のための模型実験を行うことを目的とした港湾水理研究センターの建設を計

画し、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた｡

これを受けて国際協力事業団は、各種調査を重ねたあと、1994年（平成６年）11月に実施協議

調査団を派遣して討議議事録（R/D）署名を取り交わし、1995年（平成７年）１月から５年間にわ

たる「トルコ港湾水理研究センター」の協力が開始された｡

今般、プロジェクト開始後約２年間が経過したので、これまでの進捗状況を把握するとともに、

近く建設が完了する港湾水理研究センター発足後の活動計画、組織及び人員体制を協議するため、

1996年（平成８年）10月 25日から 11月４日まで運輸省港湾技術研究所水工部長小島朗史氏を団

長とする計画打合せ調査団を現地に派遣した｡

本報告書は、調査団による調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展

開にあたって、広く活用されることを願うものである｡

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に心から感謝の意を表する｡

平成８年 12月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
社 会 開 発 協 力 部社 会 開 発 協 力 部社 会 開 発 協 力 部社 会 開 発 協 力 部社 会 開 発 協 力 部
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１．１．１．１．１．計画打合せ調査団の派遣計画打合せ調査団の派遣計画打合せ調査団の派遣計画打合せ調査団の派遣計画打合せ調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

トルコにおいては多くの港湾が旧式化しており、新規港湾の建設や既存港の改良を積極的に進め

ていく必要がある。港湾構造物の設計にあたっては、模型実験、数値解析等を用いて、これら構造

物の海洋自然条件に対する耐性を確保することが不可欠である。港湾建設を所管する鉄道港湾空港

建設総局（DLH）は独自の実験施設を有していないため、国内の港湾のなかにはこれらの実験を経

ずに設計され、結果として施設の一部崩壊などの被害が出たものもある。このためトルコ政府は

DLHが直接これらの実験ができるよう港湾水理研究センターの設立を計画し、我が国にプロジェ

クト方式技術協力の要請を行った。

これを受けて日本側は1994年11月に実施協議調査団を派遣し、1995年１月１日より５年間にわ

たる協力を開始した。初年度及び２年目は、トルコ側がセンターの建物及び実験水槽等の施設建設

を進める一方、日本人専門家はカウンターパートに対し港湾水理理論、ワークステーションを用い

た数値解析手法や現地波浪観測手法につき指導を行ってきた。センター建設が年内に完成する見込

みもついたことから、これまでの２年間の協力状況を把握するとともに、協力期間後半３年間につ

いての先方実施体制を確認し、活動計画について詳細に協議を行う目的で、本調査団を派遣するこ

ととなった。

１－２　調査団の構成

団長・総括 小島　朗史 運輸省　港湾技術研究所　水工部長

研究計画 平石　哲也 運輸省　港湾技術研究所　水工部　波浪研究室長

港湾行政 横山　知文 運輸省　港湾局　建設課　国際業務室　運輸技官

協力企画 江口　秀夫 JICA　社会開発協力部　社会開発協力第二課　課長代理
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１－３　調査日程（1996年 10月 25日～11月４日）

日順 月　日 曜日 業務内容 宿泊先

１ 10月 25日 金 東京→フランクフルト フランクフルト

２ 10月 26日 土 フランクフルト→アンカラ アンカラ

３ 10月 27日 日 専門家チームと打合せ 同

４ 10月 28日 月 JICA事務所協議、日本大使館表敬 同

センター建設現場視察

５ 10月 29日 火 協議、専門家チームと打合せ 同

６ 10月 30日 水 協議、ミニッツ署名 同

７ 10月 31日 木 JICA事務所、日本大使館報告 同

中東工科大学視察

８ 11月１日 金 専門家チーム・カウンターパートと打合せ 同

９ 11月２日 土 アンカラ→フランクフルト フランクフルト

10 11月３日 日 フランクフルト→ 機内泊

11 11月４日 月 　　　　　　　　　　　→東京

１－４　主要面談者

＜トルコ側＞

（1）運輸省鉄道港湾空港建設総局（DLH）

Mr. Selahattin BAYRAK 副総裁

Assistant General Director

Mr. Asaf KAYA 港湾調査設計部長（現行 Project Manager）

Head of Harbours Survey and Design Department

Ms. Ulker YETGIN 港湾調査設計部計画課長（現行研究センター所長代行）

Director, Planning Div. Harbours Survey and Design De-

partment

Ms. Ulya LEKILI 同課員（カウンターパートのエンジニア）

Mr. Engin BILYAY 同課員（カウンターパートのエンジニア）
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（2）中東工科大学

Dr. Ahmet Cevdet YALCINER 土木工学部港湾研究センター助教授

Associate Professor Coastal & Harbor Engineering Research

Center, Department of Civil Engineering, Middle East Tech-

nical University

＜日本側＞

（1）在トルコ日本大使館

多田　智 二等書記官

（2）JICAトルコ事務所

佐々木　直義 所長

富田　明子 所員

（3）プロジェクト派遣長期専門家

鈴木　康正 チーフアドバイザー／数値実験

古川　正美 フィールド調査

佐藤　峯子 調整員



－ 4－

２．２．２．２．２．要　約要　約要　約要　約要　約

本計画打合せ調査団は1996年10月25日から11月４日までの日程でトルコを訪問し、「港湾水理

研究センター」プロジェクトに係る協議をトルコ側関係者や派遣専門家と行うとともに、近々完成

が見込まれる本プロジェクトの拠点「港湾水理研究センター」の建設状況を調査した。これらの調

査・協議結果はミニッツに取りまとめられ（付属資料１．）小島団長と鉄道港湾空港建設総局（DLH）

BAYRAK副総裁との間で署名が交わされた。調査結果の概要は以下のとおりである。

（1）調査団は DLH 関係者と、本プロジェクトの実施協議調査団が 1994 年 11 月に締結した

R／D及びミニッツの合意事項に基づきこれまでの協力活動について評価を行った結果、その

プロジェクト開始以来、本プロジェクトはほぼ計画どおり順調に進捗していることを双方が確

認することができた。プロジェクト目標及び結果、活動についても再確認し、今後の期間も双

方が目標達成に向けて努力することで合意したほか、協議の合意事項をミニッツに取りまとめ

た。

（2）センター建設に関しては、R／Dに記載されているとおり1996年12月中には完成の見込み

である。調査団は協議に先立ち建設現場を訪れ工事の進捗状況の視察を行った。建物の外壁・

屋根・実験水槽は既に完成しており、現在は執務スペースの工事段階まで進んでおり、予定ど

おりの完成が見込まれることを確認した。なお、供与機材の造波機については明年１月に据え

付けの専門家を派遣予定のところ、調査団は現在の保管場所からセンター施設内への移動を助

言し、トルコ側より直ちに適切な処置を行う旨確約を得た。

（3）センターの組織に関しては、明1997年３月の確立をめどにしているとトルコ側より表明が

なされた。R／Dでは、センター完成後は調査研究部長がプロジェクトダイレクター（Project

Director）となり、センター所長がプロジェクトマネジャー（Project Manager）として任命さ

れることになっているが、センターがDLHにおいて新たに設立される機関であり、スムーズ

な運営のためには６～７か月程度の移行期間が必要であるとし、この間はこれまでと同様に港

湾調査設計部長がプロジェクトダイレクター（Project Director）、港湾課長がプロジェクトマ

ネジャー（Project Manager）としてその任にあたるとの説明があった。これまでの体制におい

てはトルコ側からは強力なサポートを得ており、プロジェクト運営に支障のないようにしたい

とのトルコ側の趣旨を受け入れ、本件については了解した。

（4）センター所員の配置については現在エンジニア５名が配置されており、近日中にさらに１名
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が配置される見込みであることが確認できた。また、センター完成後の人員配置についても確

認した。大卒者の新規採用がない状況のなか、DLHは国内公共事業体の民営化に伴う技術者

の配置転換で一定の経験を有するエンジニアをセンターに配置する意向であり、必要な人員の

確保に引き続き努力する旨表明があった。

（5）今後の協力計画について協議した結果、完成するセンターでの実験水槽を用いての研究及び

現地観測手法に重点をおいた技術指導を行うこととなった。またこれまでの水理学基礎及びコ

ンピューターを用いての数値計算分野についても継続して指導を行うことで合意し、年間実行

計画を作成した。

（6）センター完成後は大学との共同研究を実施すべく各大学と協議中であり、案件ごとに大学と

協定を結んで実施する計画であると説明がなされた。調査団としてはセンターの有する施設・

機能がトルコ国内において有効に活用されることでもあり、あくまでセンターの職員が中核と

なり、センター職員が計画どおり配置されたうえで他機関からの協同研究を実施することを確

認し、了解した。

（7）トルコ側は明1997年３月にセンター開所式を行い、あわせてセミナーを開催したいとの意

向である。開所式には先方大臣以下、関係省庁、大学関係者等の参加が見込まれており、本セ

ンターがトルコにおける日本・トルコ友好のシンボルとして広く認知される機会である。調査

団に対し、日本大使館及び JICA事務所からの特段の支援を願いたいとの依頼があった。
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３．３．３．３．３．調査結果調査結果調査結果調査結果調査結果

３－１　建物施設等

1995年３月に始まった港湾水理研究センター建設は、ほぼ予定どおりに進捗している。1994年

11月署名のミニッツのとおり、電源工事も含めて1996年12月完成予定との確認をトルコ側より得

た。

これにより年明け早々に造波機の据え付けに着手し、1997年３月に行われる港湾水理研究セン

ター開所式には実験水槽を用いて模擬実験を行う予定である。

写真－１、２に 1996年 10月 28日現在での港湾水理研究センターの建設状況を示す。

写真－１　港湾水理研究センターの建設状況

写真－２　港湾水理研究センター内部の建設状況
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３－２　専門家派遣

マスタープランに従いこれまでに以下の専門家を派遣した。これらの実績は実施協議調査団がト

ルコ側と合意した暫定実施計画にほぼ沿う形となっており、計画は順調に進んでいる。

分　野 氏　名 派遣期間

【長期専門家】

１．調整員 佐藤　峯子 1995年１月～（派遣中）

２．チーフアドバイザー 鈴木　雄三 1995年４月～ 1996年９月

３．数値解析 鈴木　康正 1996年４月～（派遣中、1996年 10月から

　　　　　　　チーフアドバイザー兼務）

４．フィールド調査 古川　正美 1996年 10月～（派遣中）

【短期専門家】

１．水理実験施設設計 鈴木　康正 1995．２．24～３．５

２．同上 国栖　広志 1995．２．24～３．９

３．海岸波浪 平石　哲也 1995．６．17～８．５

４．波浪観測・データ解析 永井　紀彦 1995．９．４～10．14

５．漂砂・シルテーション 加藤　一正 1995．11．30～ 12．27

６．ワークステーション据付 佐久間　浩秋 1995．12．４～ 12．18

７．同上 久保　昭一 1995．12．４～ 12．18

８．湾内静穏度分布 平石　哲也 1996．１．９～１．28

９．波浪推算 小舟　浩治 1996．１．12～１．24

10．港湾工学 会田　良實 1996．７．30～８．13

11．海洋環境 村上　和男 1996．10．４～ 10．21

３－３　研修員受入れ

これまでに３名の研修員を本邦に受け入れ研修を行った。いずれのカウンターパートも定着して

おり、現在は派遣専門家から水理研究実施の基礎となる数値解析手法、フィールド調査手法の指導

を受けている。センター開設後の中心的な研究スタッフとしての役割が期待される。

１． Mr. Engin Bilyay 1995 年２月 14日～ ３月 15日

２． Mr. Mehmet Altins 1995 年 10月３日～ 12月 10日

３． Mr. Serdar Unlu 1996 年５月 15日～ ８月 11日
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３－４　供与機材及び利用状況

（1）平成６年度供与機材の活用

平成６年度供与機材は以下のとおりである。

① ワークステーション

本体、ターミナル２台、プリンター２台、付属システム

② 無停電電源装置

③ 報告書作成用パソコンシステム

④ 数値解析ソフトウェア

上記の機材はDLH本部２階の長期専門家執務室に隣接した部屋に、良好な状態で設置され

ている。センター建物完成後はセンター内の制御室に移設される予定である。①、②及び④の

機材は、既に、技術移転に活用されており、トルコの港湾を対象とした港内の波の高さの計

算、マルマラ海の潮流計算等が行われている。また、カウンターパートがプログラミングの実

習をする際に利用されている。写真－３にワークステーションの設置状況を示す。

③の機材は、長期並びに短期専門家が主に活用し、報告書や技術マニュアル等を作成してい

る。

写真－３．ワークステーションの設置状況



－ 9－

（2）平成７年度供与機材の保管状況

平成７年度供与機材は以下のとおりである。

① 平面水槽用多方向不規則波造波装置（14unit 中の 10unit）

② 長水路用不規則波造波装置

③ 上記造波装置制御装置（２セット）

④ 多機能型海象観測装置一式

⑤ 実験用計測機材一式

上記供与機材は、既にセンター建設サイトに到着しているが、梱包状態のまま野積みされて

いる。梱包には軽微な破損も見られ、早急な屋内への保管が望まれる。屋内保管については、

調査団よりDLH担当者に申し入れ、その詳細をミニッツ（付属資料１．）に記載した。写真－

４に供与機材の保管状況を示す（1996年 10月 28日時点）。

なお、調査団の帰国後、長期派遣専門家から、トルコ側による移設作業が11月４日より開

始されたとの連絡を受けた。移設作業は、梱包状態のまま、機材を水槽の側壁沿いに外周部に

並べる。梱包解除及び造波機設置作業は、平成８年度機材がサイトに到着後、日本側の短期専

門家派遣を待って行われる予定である。

写真－４．実験場建設サイトでの供与機材の保管状況
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３－５　協力部門別活動実績

1995年１月に協力が開始されてから本調査時の1996年10月までに、以下の部門において技術移

転が行われ、おおむねミニッツで取り決めた技術移転目標が達成された。

（1）水理学に関する基礎理論と関連分野（Basic theories of hydraulics and other related fields）

専門家派遣及び研修員の受入れにより研修方式で技術移転がなされた。波の基礎理論、海岸

工学の概論等の講義を通して、現場における諸問題を理論的に検討する体制が、DLH内に確

立された。

（2）現地観測手法とデータ解析（Data collection and analysis methods of field observation）

専門家派遣を通して、黒海側に設置済みの既存の波高計の活用法に関する技術移転を実施し

た。技術移転によって、定期的に波高計データを解析し、長期にわたる波高等の海象情報を整

理する技術が確立された。

（3）数値計算法（Basic numerical simulation）

専門家派遣及び研修員の受入により、波浪変形計算等を実施するために必要な数値計算手法

について技術移転がなされた。具体的には、プログラム言語の講習、供与済みのワークステー

ションを用いた実習等が実施され、比較的簡単なものであれば、カウンターパートが自分自身

でプログラムを作ることが可能になった。

（4）港湾における波の計算（Wave agitation in harbors）

港湾内の波の高さや周期を求める基礎理論の習得に努めるとともに、ワークステーションを

用いた港内波の計算について技術移転がなされた。その結果、DLHの技術者が、ワークステー

ションのアプリケーションプログラムを用いてトルコの主要港湾の波高分布を計算できるよう

になった。

（5）海洋構造物の安定性（Stability of maritime structures）

研修員受入時に、基礎理論に関する講義を実施した。

（6）漂砂問題（Sediment transport）

短期専門家派遣時に、地中海沿岸の現地踏査をカウンターパート並びにDLH設計技術者と

実施した。その結果、理論的な検討法の重要性とその有効性が認識された。
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４．４．４．４．４．実施計画及び詳細年次計画実施計画及び詳細年次計画実施計画及び詳細年次計画実施計画及び詳細年次計画実施計画及び詳細年次計画

実施協議調査団が1994年11月に取りまとめた実施計画及び年次計画に関しては、現在までのと

ころ予定どおりに進んでいる。活動計画のうち実験水槽を利用した湾内静穏度、海洋構造物、漂砂

の３分野について、1996年半ばから活動を開始する計画が組まれている。これらについてはセン

ター開設後に本格的な研究が実施されるものであるが、今年度（1996年度）は湾岸工学及び海洋環

境の各分野で短期専門家を派遣して、カウンターパートの指導を行った。

今後も引き続き必要に応じて短期専門家の派遣、カウンターパート研修を行っていく予定であ

る。実施協議調査団が取りまとめた実施計画及び年次計画に関しては、策定後２年が経過したこと

もあり、プロジェクトの進捗状況に合わせて若干の計画見直しを行った。

暫定実施計画及び詳細年次計画の変更点は以下のとおり。

（1）協力部門別活動の各分野の基礎的指導科目において1996年までの協力期間を1999年まで延

長した。これは、今後新たに追加されるカウンターパートに配慮したものである（ミニッツ

ANNEX III PO参照）。

（2）協力部門別活動の分野に新たにセミナーを追加した。年１回、計４回実施の予定。

なお、セミナー開催の目的は以下にある。

① 港湾水理研究センター開所式

② 日本の技術協力のPR

③ 周辺諸国への波及効果

④ 第３国研修に向けて
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５．５．５．５．５．プロジェクト実施運営上の問題点プロジェクト実施運営上の問題点プロジェクト実施運営上の問題点プロジェクト実施運営上の問題点プロジェクト実施運営上の問題点

本プロジェクトは、トルコ側の自助努力もあり、現在までのところ順調に進捗しており、実施運

営上、特に問題となる点は見つからないが、今後注意すべき事項として、以下の２点が挙げられる。

① 港湾水理研究センターの組織の確立

② カウンターパートの追加配置

① センター組織については、1997年３月に確立されることをトルコ側より確認した。この組

織はR／Dに明記されるように、調査研究部の機関として位置づけられるが、職員の配置、事

務引き継ぎのため、６～７か月間の移行期間を余儀なくされる。その期間は、従来どおり、港

湾計画課長（Ms. Yetgin）を中心とするグループで運営することになる。

ただ現在、５人のカウンターパートは各々の配属先の職務に日々追われる毎日であり、港湾

水理研究センターの職務に専念するのが困難な状況である。

このことからも、できるだけ早く組織を確立し、カウンターパートを港湾水理研究センター

の職務に専念できる環境にすることが望まれる。

② 港湾水理研究センターの完成に合わせて、トルコ側より、９名以上のエンジニア、11名以

上の専門技術者及び６名の事務員を配置することを確認したが、1996年10月現在まで５人の

エンジニアの配置のみが明らかになっている。

トルコ側も残りのカウンターパートについてはDLH内部の配置換え等により最大限の努力

をするとしているが、現時点ではすべてのカウンターパートを配置することは、かなり厳しい

状況であるといえる。

日本側の専門家の派遣等による技術移転も着々と進んでおり、プロジェクトの進捗に支障を

来さないためにも、残りのカウンターパートを速やかに配属することが望まれる。
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